
,000 1,000 1,000 1,000
人

0 452 641 1,102 - -

政    策 :
基本施策 :
施    策 :

施策担当職・氏名

(２) 施策目標値の達成状況
基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No この施策に関わる施策目標指標
進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

(３) 施策を構成する事務事業及び目標値の達成状況
事 務 事 業 名

No 推 移
事務事業目標指標

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績

目 標 値
単   位

実 績
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前期基本計画 平成２８年度 施策方針評価書

０３ 次代を担う若者が育ち、新たな価値の創造に挑戦するまちを目指します
０２ 企業集積と産学官連携の推進
０３ ＩＣＴを活用した地域情報化の推進

企業振興課長  木下昇三

１．施策の平成28年度までの実現状況を明らかにする
(１) 施策の内容

より迅速で、より正確な情報の伝達を図るため、ICTを活用した地域情報化の推進と、住民自治の確立のためのコミュニテ

ィ形成や防災時の情報の収集、伝達のため大学や企業等と連携のもと地域情報化方針等を検討するとともに、その構築を図

る。併せて、ＩＣＴの活用の促進を図るため、情報リテラシー向上のための人材育成を推進します。

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

暮

ら

し

普段の生活に必要な情報が伝わっていると感じている人の割合

1 42.5 45 47.5 50 52.5 Ｃ
％ 40.5

44 41.5 - - - 8.3

幸

福

広報やインターネット等で地域の情報を収集・発信している人の割合

2 24 26 28 30 32 Ｄ
％ 23.2

26.5 22.5 - - - △8.0

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

8168  デジタルディバイド解消事業

光ブロードバンド利活用世帯普及率
1

51 52 53 54 55 56
％

45 51 55 58 - -

12101  地域ＩＣＴ活用事業

アプリケーションダウンロード数(累計)
2

0 1,000 1



針

となっており、近年

の

に

オープンデータやビッ

つ

クデータの議論にもあ

い

るように行政としても

て

自治に大きな役割を果

の

たします。

基本施策で

達

ある「企業集積と産学

成

官連携の推進」におい

（

て、本施策は産学官連

実

携の具体的な計画を示

現

すものです。滝沢市強

）

みであるＩＴ企業集積

状

と岩手大学ソフトウェ

況

ア情報学部の立地を地

Ｂ

域に生かすもので、地

概

域の情報化の推進によ

ね

り市民の生

活利便性や

達

コミュニケーションの

成

促進と災害時の情報伝

し

達など様々な部分での

た

ＩＣＴ利活用が必要と

(

なっています。

(１)

１

 平成30年度方針策

)

定に際し、今後の方向

 

性や引継課題

【今後の

施

方向性】

滝沢市の強み

策

であるＩＴ企業集積と

の

岩手大学ソフトウェア

実

情報学部の立地を地域

現

に生かした地域情報化

に

の取り組みが必要と

な

影

っています。

【引継事

響

項】

市民の生活利便性

す

やコミュニケーション

る

の促進、災害時の情報

社

伝達など様々な部分で

会

のＩＣＴ利活用が必要

環

となっています

。

境変化
Ｂ 社会環境変化あり

(２) 基本施策との関連性から施策の見直し
Ａ 必要なし

４．施策の実現に向けての今後の取り組みと方向性を明らかにする

Ｂ 課題あり
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０３ 次代を担う若者が育ち、新たな価値の創造に挑戦するまちを目指します
０２ 企業集積と産学官連携の推進
０３ ＩＣＴを活用した地域情報化の推進

企業振興課長  木下昇三

２．施策の実現に向けての平成28年度までの取り組み状況を分析する

より迅速で、より正確な情報伝達を図るため、情報基盤、情報を受け取る端末

政

、情報を提供するコン

 

テンツなど様々な視

野

 

から情報伝達手法を検

 

討する必要があります

 

。また、情報を単に提

策

供するだけでなく、住

:

民自治の確立のための

基

コミュニ

ティ形成や防

本

災時の情報収集、伝達

施

など双方向のシステム

策

構築の検討が必要であ

:

り、これらを含めた情

施

報化方針等の必要性

等

 

について検討しました

 

。また、併せて、ＩＣ

 

Ｔ活用の促進を図るた

 

めのセミナーや情報発

策

信アプリの機能等を付

:

加を実施

しました。

(

施

２) 基本計画内の取

策

り組みと方針のうち、

担

平成28年度の重点課

当

題の達成（実現）状況

職

【重点課題】

ＩＣＴの

・

促進と情報発信手法の

氏

向上のためのセミナー

名

を実施します。

【達成

(

状況】

ＩＣＴの促進と

１

情報発信手法の向上の

)

ためのセミナーを実施

 

しました。

３．施策の

施

実現に向けての平成2

策

8年度実施後での変化

目

を認識する

情報システ

標

ムの利用が広く市民生

の

活や経済活動に浸透し

達

ており、生活にとって

成

なくてはならないもの

（

となっています。暮

ら

実

しの様々な場面で情報

現

システムが活用されて

）

おり、情報化社会には

に

更なる可能性が出てき

向

ています。また、情報

け

は単に基

盤だけでなく

た

、どのような情報を、

基

いつ、誰に、どのよう

本

な手段で伝えていくか

計

ということが重要とな

画

っています。更には

、

期

近年ＳＮＳのように、

間

誰もが情報を提供でき

内

る時代であり、更には

の

双方向の時代となって

取

います。情報システム

り

の活用は

、少子高齢化

組

社会、グローバリゼー

み

ション、地域固有文化

と

の伝承、環境など社会

方

経済活動の大きな基盤



政    策 :
基本施策 :
施    策 :

施策担当職・氏名

(４)所管実行計画事業費一覧
事    務    事    業    名

No 分    野    別    計    画
計画額 実績額 比較 (%)

実    施    計    画
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０３ 次代を担う若者が育ち、新たな価値の創造に挑戦するまちを目指します
０２ 企業集積と産学官連携の推進
０３ ＩＣＴを活用した地域情報化の推進

企業振興課長  木下昇三

8168  デジタルディバイド解消事業

9,401 9,780 4.0

12101  地域ＩＣＴ活用事業

2,250 1,992 △11.5


